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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、第42期中、第42期は１株当たり中間（当期）純

損失を計上することとなったため記載しておりません。 

３ 従業員数は就業人員数であり、従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の期間平均雇用人員であります。 

４ 第42期は、連結子会社、株式会社ワコークリエイト、有限会社フォルザインターナショナルの清算により連

結貸借対照表を作成していないため、連結貸借対照表に関連する各指標は記載しておりません。 

５ 第43期中、第43期、第44期中は、連結財務諸表を作成していないため、記載しておりません。 

回次 第42期中 第43期中 第44期中 第42期 第43期 

会計期間 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成15年 
９月30日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成16年 
３月31日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

売上高 （千円） 1,710,357 ― ― 2,834,022 ― 

経常損失（△） （千円） △23,370 ― ― △291,120 ― 

中間（当期）純損失

（△） 
（千円） △281,704 ― ― △772,564 ― 

純資産額 （千円） 1,404,248 ― ― ― ― 

総資産額 （千円） 2,915,624 ― ― ― ― 

１株当たり純資産額 （円） 304.10 ― ― ― ― 

１株当たり中間（当

期）純損失（△） 
（円） △60.96 ― ― △161.93 ― 

潜在株式調整後１株当

たり中間（当期）純利

益 

（円） ― ― ― ― ― 

自己資本比率 （％） 48.2 ― ― ― ― 

営業活動によるキャッ

シュ・フロー 
（千円） △127,536 ― ― △119,656 ― 

投資活動によるキャッ

シュ・フロー 
（千円） 7,253 ― ― △99,343 ― 

財務活動によるキャッ

シュ・フロー 
（千円） △5,796 ― ― 172,660 ― 

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高 
（千円） 413,084 ― ― 492,825 ― 

従業員数 （名） 70（11） ― ― ―（―） ― 



(2）提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 持分法を適用した場合の投資利益については、第42期中、第42期は中間連結財務諸表及び連結財務諸表を作

成しているため、第43期中、第43期、第44期中は、関連会社がないため記載しておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、第42期中、第42期、第44期中は１株当たり中間

（当期）純損失を計上することとなったため、第43期中、第43期は、希薄化効果を有している潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

４ 従業員数は就業人員数であり、従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の期間平均雇用人員であります。 

５ 第44期中の中間純損失の大幅な増加は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等による

ものであります。 

回次 第42期中 第43期中 第44期中 第42期 第43期 

会計期間 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成15年 
９月30日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成16年 
３月31日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

売上高 （千円） 1,713,595 1,950,499 1,842,184 2,837,260 3,632,230 

経常利益又は経常損

失（△） 
（千円） △10,060 65,817 △144,984 △277,810 45,409 

中間（当期）純利益

又は中間（当期）純

損失（△） 

（千円） △268,269 99,902 △352,002 △759,128 46,173 

持分法を適用した場

合の投資利益 
（千円） ― ― ― ― ― 

資本金 （千円） 586,000 676,000 676,000 676,000 676,000 

発行済株式総数 （千株） 4,800 6,800 6,800 6,800 6,800 

純資産額 （千円） 1,404,248 1,162,958 753,169 1,100,165 1,104,169 

総資産額 （千円） 2,915,554 2,439,266 2,112,541 2,146,076 2,189,031 

１株当たり純資産額 （円） 304.10 181.46 117.67 166.46 172.40 

１株当たり中間（当

期）純利益又は中間

（当期）純損失

（△） 

（円） △58.05 15.31 △54.98 △159.11 7.14 

潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）

純利益 

（円） ― ― ― ― ― 

１株当たり中間（年

間）配当額 
（円） ― ― ― ― ― 

自己資本比率 （％） 48.2 47.7 35.7 51.3 50.4 

営業活動によるキャ

ッシュ・フロー 
（千円） ― 72,494 11,501 ― △82,289 

投資活動によるキャ

ッシュ・フロー 
（千円） ― △7,905 △120,348 ― △26,648 

財務活動によるキャ

ッシュ・フロー 
（千円） ― △34,530 179,123 ― △285,149 

現金及び現金同等物

の中間期末（期末）

残高 

（千円） ― 522,882 169,015 ― 98,738 

従業員数 （名） 70（11） 66（10） 85（ 9） 68（11） 64（10）



２【事業の内容】 

 当社は、当社発行済株式6,800千株のうち3,440千株（議決権所有割合54.56％）を保有する株式会社タカラ(東

証一部：7969 代表取締役社長奥出信行／東京都葛飾区以下タカラ)の子会社でありましたが、タカラが株式会社

トミー（東証一部：7867 代表取締役社長富山幹太郎／東京都葛飾区以下トミー）と平成18年3月1日を期日とし

て合併するに当たりグループ各社の再編に取組むなかで、平成17年９月30日にタカラが保有する当社株式のうち

2,242千株を第三者との間で譲渡契約を締結し、そのうち、同年10月31日に926千株の譲渡が実行されておりま

す。当社株式2,242千株譲渡完了後のタカラの保有株は1,198千株（議決権所有割合19.00％）となりますが、譲渡

後の株主構成によりタカラは当社のその他の関係会社との位置付けとなっております。当社は、タカラグループ

の関係会社としてグループのライフエンターテインメント事業のうち玩具とは異なる切口でのカー用品や雑貨を

中心とした事業の中核を担う企業として発展を目指してまいります。 

 今後ともグループのノウハウ、コンテンツを活かしつつタカラとの事業上の取引等相互の関連、取り組みは従

来通り継続いたしますので、株式の異動に伴なう影響はございません。 

  

  
３【関係会社の状況】 

  当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

 なお、平成17年９月30日にタカラが保有する当社株式のうち2,242千株を第三者との間で譲渡契約を締結し、そ

のうち、同年10月31日に926千株、同年12月７日に1,316千株の譲渡が実行されております。当社株式2,242千株譲

渡完了後のタカラの保有株は1,198千株（議決権所有割合19.00％）となりますが、譲渡後の株主構成によりタカラ

は当社のその他の関係会社との位置付けとなっております。 

  



４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は他社から当社への出向者を含む就業人員であり、当中間会計期間における平均臨時雇用人員数を

（ ）内に外数で記載しております。 

２ 臨時雇用人員数は、パートタイマー従業員を含み派遣社員を除いております。 

３ 平成17年４月１日付にて㈱タカラより雑貨事業部門の事業移管を受けた事により、㈱タカラの当該部門の人

員19名の転籍を受け入れております。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されていませんが、親睦団体である社員会があります。現在、労使関係は円満に保たれておりま

す。 

  平成17年９月30日現在

従業員数（名） 85（ 8） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 一部の業界においては個人消費に回復の動きはあるものの、当社の主力市場のカー用品業界においては消費者

の選別は厳しく、また、自動車メーカーの用品純正化の影響もあり厳しい経営環境が続いております。そのよう

な状況のもと、タカラの子会社として再出発した当社は、会社体質の抜本的な見直しと改善策に取組むことによ

り収益力の回復を目指し、平成17年度3月期は増収増益となり、当期は新たに加わった雑貨事業の育成・拡充と

合わせ会社収益基盤の確立の年度として位置付け、事業を進めてまいりました。 

 当中間会計期間の経営成績は、前期に投入したＵＶカットにプライバシー保護機能を備えた自動車用ドレスア

ップカーテンが他社との競合のなかで売上を伸ばし、新製品の金箔銀箔ステッカーやＯＥＭ生産の婦人用アパレ

ル商品は好調に推移いたしました。しかしながら、着色ガラスの普及の影響からウィンドフィルムの落込みに歯

止めがかからず、その他の既存のカー用品も新製品の投入の不足や需要の一巡もあり、総じて低調な結果となり

ました。 

 当期より加わった雑貨事業は、新規キャラクター製品の開発が予定通り進まず、限られたキャラクターでの事

業展開となり、強力なヒット製品を生み出すことができなかったことから当初計画比大幅な未達を余儀なくされ

ました。その結果売上高は1,842百万円となり前年同期比5.6％の減収となりました。 

 収益面においては利益率の高いカー用品、雑貨の製品群の売上が計画比大幅な未達となったうえに、競合激化

から売上値引が増加、返品引当金の増加もあり、商品群の売上によるカバーにも限界があったことから売上総利

益率は28.2％となり、前年同期比2.7％悪化いたしました。一方販管費は、流通改善策による費用削減効果はあ

ったものの、新事業の人員増による人件費及び販売費の増加に加え、たな卸資産処分損の増加もあり、売上絶対

額の不足から費用を賄うに至らず、遺憾ながら営業損失143百万円となりました。経常損失は144百万円となり、

貸倒引当金戻入益による特別利益41百万円があったものの、減損会計適用による特別損失242百万円の計上によ

り中間純損失352百万円の結果となりました。 

  

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当中間会計期間における現金及び現金同等物残高は169百万円で、前年度末比70百万円増加しております。これ

を主な要因別に述べますと次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間における営業活動による資金収支は11百万円増加しました。主な要因は、税引前中間純損失

347百万円、貸倒引当金138百万円減少、たな卸資産127百万円増加による悪化因子に対して、減損損失242百万

円、売上債権170百万円減少、破産更生債権等110百万円減少、仕入債務86百万円増加、返品引当金28百万円増加

等の好転因子により、資金収支は増加いたしました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間における投資活動による資金収支は120百万円減少いたしました。主な要因は、貸付金の回収

１百万円による好転因子に対して、貸付100百万円の支出、金型等の有形固定資産の取得14百万円、取引先株式

の取得３百万円による悪化因子により、資金収支が減少いたしました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間における財務活動による資金収支は179百万円増加いたしました。主な要因は、短期借入金180

百万円増加によるものです。 

 タカラの事業再構築のなかでキャッシュ・マネジメント・システムの今後の運営のリスク要因に対して、予防

的に短期借入金が増加しております。  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間会計期間における生産実績を品目群別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 金額は販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。 

(2）商品仕入実績 

 当中間会計期間における商品仕入実績を品目群別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 金額は仕入価格によっており、消費税等は含まれておりません。 

(3）受注実績 

 当社は受注生産を行っておりません。 

(4）販売実績 

① 当中間会計期間における販売実績を品目群別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 金額には、消費税等は含まれておりません。 

品目群 金額（千円） 前年同期比（％） 

自動車用等アクセサリー 292,340 47.0 

自動車用ウィンドフィルム 230,118 63.7 

自動車用季節用品 532,743 297.1 

ステッカー 81,154 92.4 

雑貨製品 164,720 ― 

その他 107,385 106.7 

合計 1,408,462 104.3 

品目群 金額（千円） 前年同期比（％） 

トイ雑貨 203,277 75.9 

アパレル商品 277,185 117.5 

その他 55,810 52.9 

合計 536,273 88.0 

 品目群 金額（千円） 前年同期比（％） 

自動車用等アクセサリー 277,509 57.8 

自動車用ウィンドフィルム 246,383 60.1 

自動車用季節用品 364,616 214.5 

ステッカー 75,908 167.5 

雑貨製品 111,204 ― 

その他 92,060 92.3 

製品計 1,167,682 96.9 

トイ雑貨 284,662 80.7 

アパレル商品 318,018 115.5 

その他 71,821 61.4 

商品計 674,502 90.5 

 合計 1,842,184 94.4 



② 主な相手先別の販売実績及びそれぞれの総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

 （注） 金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当社は、タカラの関連会社として、玩具とは異なる切り口でのライフエンターテインメント事業を独自に展開する

企業としての発展を目指し、タカラグループのなかで同事業の拡大に相乗効果を発揮できる企業を結集し、当社はそ

の中核企業として事業の再構築・発展を図ることといたしました。これにより新ワコーグループは、カー用品、生活

雑貨、家電、アウトドアスポーツ用品まで幅広い商材を取扱うとともに、カー用品ルート、ホームセンタールートを

はじめとする多岐にわたる販売ルートを保有し、ルート相互の乗り入れによる相乗効果を追求することになります。

 当該方針に基づき、当社は、当社のライフエンターテインメント事業と同事業の主要部門である雑貨事業の拡大の

一環として、商材・キャラクター等の供給先、販売先としてお互いに協調し販売シェアの拡大を図ることが出来うる

との判断のもと、ノウハウ等共有できる㈱セガトイズ、㈱ネクストジャパン、システムサービス㈱の三社と業務提携

の基本合意をいたしました。また、企業体力強化と当社連結グループとしての収益力強化のために、第三者割当によ

る新株式発行を行い、当社資本の充実のほかにタカラグループ再編に伴う当社と相乗効果が期待される同社子会社の

当社子会社化につき同社と協議することの基本合意書を締結しました。 

 また、統一された経営方針のもとでグループ事業を統括し、運営の効率化を図る組織として、現在の当社から事業

部門を担う事業会社を新設分割にて完全子会社化し、当社を持株会社化することにより、各社における意思決定の迅

速化、各事業の経営成績の明確化、事業の参入・撤退等事業再編の決定の容易さ等の利点を活かすことを目指す方針

を確認いたしております。 

 以上の方針の実行にあたり株主総会の決議を必要とする事項については、平成18年2月上旬に開催予定の臨時株主

総会の決議を得て推進してまいります。 

 以上により、経営の安定化を図るために諸施策の実施に取り組んでまいります。 

  

ａ．業務提携契約締結（㈱セガトイズ、㈱ネクストジャパン、システムサービス㈱と契約予定） 

ｂ．タカラ子会社の取得費用と運転資金に充当するための第三者割当による新株式発行 

ｃ．タカラ子会社の当社子会社化 

（㈱アステージ、㈱エー・ジー、プラマイゼロ㈱、タカラインデックスラボ㈱を子会社化の予定） 

ｄ．新設分割による持株会社化 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において経営上の重要な契約等は行っておりません。 

５【研究開発活動】 

 当社の研究開発活動の重点は、新規商品の開発・製品化の目途を確定することにあります。開発担当は、商品製作

部が担当し新製品の開発および既商品の改良、改善等について基本概念の掘り起こしから企画、調査、試作、製造決

定までの業務を担当しておりますが、この過程で必要に応じて外部ブレーン、専門メーカーの協力を得て遂行してお

ります。 

 また、親会社である㈱タカラ及びタカラグループのコンテンツ、ノウハウ、ネットワークを活用し、従来のカー用

品業界の発想を超えたエンターテインメント性を備えた商品群の開発についても注力しております。 

 なお、当中間期の研究開発費総額は約45百万円であります。 

相手先 
前中間会計期間 
（千円） 

当中間会計期間 
（千円） 

株式会社イエローハット 292,619（15.0％） 235,784（12.8％） 

エンパイヤ自動車株式会社 279,758（14.3％） 189,327（10.3％） 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設について取得金額の減少はあるものの

重要な変更はありません。 

 また、当中間会計期間において、新に確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。 

平成16年６月24日定時株主総会決議 

 （注）１ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

２ 新株予約権の発行日（以下「予約権発行日」という。）以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合、

次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当

該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の

端数については、これを切り捨てる。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

 また、当社が他社と合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または、当社が会社分割を行う場合、

ならびに、当社が完全子会社となる株式交換または株式移転を行い本件新株予約権が承継される場合、当社

は必要と認める株式の数の調整を行う。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 19,200,000 

計 19,200,000 

種類 
中間会計期間末現在発
行数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月26日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 6,800,000 6,800,000 ジャスダック証券取引所 ― 

計 6,800,000 6,800,000 ― ― 

  
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 285 注１ 279  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式   同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 285,000   279,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株あたり213円 注２ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年６月25日～ 

平成21年６月24日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 

資本組入額 

213円 

107円 
同左 

新株予約権の行使の条件 注３、４   同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡する場
合は、当社取締役会の承
認を要する。 

同左 



３ 各新株予約権の行使に際して払込をすべき金額 

 新株予約権１個あたりの払込金額は、次により決定される１株あたりの払込金額に定める新株予約権１個

の株式数を乗じた金額とする。 

 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株あたりの払込金額を調整し、調整の結果

生じる１円未満の端数は切り上げる。 

 また、当社が時価を下回る価額で、新株を発行する場合または自己株式を処分する場合［新株予約権の行

使、商法等の一部を改正する法律（平成13年法律第128号）施行前の商法に基づき付与されたストックオプ

ションによる新株引受権の行使および転換社債の転換の場合は除く。］は次の算式により１株あたりの払込

金額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げる。 

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株あたり払込金額」を

「１株あたり処分金額」と読み替えるものとする。 

 さらに、当社が他社と合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または、当社が会社分割を行う場

合、ならびに、当社が完全子会社となる株式交換または株式移転を行い本件新株予約権が承継される場合、

当社は必要と認める払込金額の調整を行う。 

４ 新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の割当を受けたもの（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時において当社の取締役

または従業員いずれかの地位を保有していること、あるいは、当社と顧問契約を締結している場合に限

る。ただし、定年退職その他取締役会が正当な理由があると認めた場合は、この限りではない。 

② 新株予約権者が死亡した場合は、その者の相続人は新株予約権を行使することができる。 

③ その他の条件は、本総会決議および取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株

予約権割当契約書」に定めるところによる。 

５ 新株予約権の消却 

① 当社は、新株予約権者または相続人が新株予約権の行使の条件に該当しなくなった場合は当該新株予約権

を無償で消却することができる。 

② 当社は、当社が消滅会社となる合併契約書の承認の議案が当社株主総会で承認された場合、または、当社

が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案もしくは株式移転の議案が当社株主総会で承認された場合

は、新株予約権を無償で消却することができる。 

６  新株予約権発行日より、４名退職により新株予約権の数11個と新株予約権の目的となる株式の数11,000株

は失権しております。 

 また、中間会計期間末から半期報告書提出日の前月末日までにおいて、３名退職により新株予約権の数６

個と新株予約権の目的になる株式の数6,000株は失権しております。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率

        
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数×１株あたり払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
新規発行前の株価 

既発行株式数＋新規発行による増加株式数 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年９月30日 ― 6,800,000 ― 676,000 ― 236,500 



(4）【大株主の状況】 

（注）㈱タカラは、平成17年９月30日付にて同社保有の当社株式2,242千株の譲渡契約を締結し、926千株については平成

17年10月31日に、1,316千株については、平成17年12月７日に譲渡が完了しております。譲渡の実施につきまして

は、㈱タカラより譲渡報告書による報告を受けております。なお、平成17年12月７日の譲渡分のうち400千株は、

同日に㈲ＷＩＳＨに再譲渡されております。 

この株式の譲渡による平成17年12月26日現在の株主の名称、株式数は次のとおりであります。  

  

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（株）タカラ 東京都葛飾区青戸四丁目19-16 3,440 50.59 

（株）ワコー 東京都千代田区神田岩本町２番地 399 5.87 

山本 和夫 神奈川県伊勢原市伊勢原１丁目13-17 245 3.60 

ワコー従業員持株会 東京都千代田区神田岩本町２番地 182 2.68 

（株）イエローハット 東京都目黒区青葉台２丁目19-10 110 1.62 

高橋正一 神奈川県伊勢原市板戸411 70 1.04 

山本 諭 神奈川県伊勢原市上粕屋2192 62 0.92 

山本 亨  埼玉県川口市青木２丁目11-1-412 62 0.92 

大阪証券金融㈱（業務口） 大阪府大阪市中央区北浜２丁目4-6 52 0.76 

樋口 世紀 東京都世田谷区桜丘５丁目17-9-502 51 0.76 

計 ― 4,675 68.76 

氏名又は名称 住所 
所有株式数
（千株） 

（株）タカラ  東京都葛飾区青戸四丁目19-16 1,198 

（有）ドリームスオブＤ  東京都千代田区東神田三丁目5-1 916 

落合正美  埼玉県さいたま市緑区馬場二丁目12-13 463 

（有）ＷＩＳＨ 東京都文京区本駒込四丁目8-4 400 

日本マスタートラスト信託銀行 
（信託口） 

東京都港区浜松町二丁目11-3 278 

日本トラスティ・サービス信託銀行
（信託口） 

東京都中央区晴海一丁目8-11 94 

Ｎominee Morgan Stanley&Co. 
International Limited 

25 Cabot Square,Canary Wharf,London E14 4QA,England 54 

資産管理サービス信託銀行
（証券投資信託口） 

東京都中央区晴海一丁目8-12 37 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には証券保管振替機構名義の株式5,000株（議決権５個）が含
まれております。 

２ 「単元未満株式」欄には当社所有の自己株式448株が含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

役職の異動 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式）   権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 普通株式 399,000 ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式 6,310,000 6,310 同上 

単元未満株式 普通株式 91,000 ― 同上 

発行済株式総数 6,800,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 6,310 ― 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式）

株式会社ワコー 

東京都千代田区 

神田岩本町２番地 
399,000 ― 399,000 5.9 

計 ― 399,000 ― 399,000 5.9 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 235 370 280 241 303 286 

最低（円） 186 200 199 208 199 231 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

取締役会長 ― 取締役 ― 佐藤 慶太 平成17年11月30日

取締役  ― 取締役会長  ― 真下 修 平成17年11月30日 



第５【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）は、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則等３項のただし書きによ

り、改正前の中間財務諸表等規則を適用しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表について、新日本監査法人

により中間監査を受けております。 

３ 中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金   522,882   169,015 98,738   

２ 受取手形   319,225   209,213 200,242   

３ 売掛金   682,078   546,518 725,846   

４ たな卸資産   479,182   680,537 553,444   

５ 短期貸付金   ―   122,830 22,646   

６ その他 ※３ 46,376   30,981 24,560   

貸倒引当金   △357,398   △126,506 △152,314   

流動資産合計     1,692,346 69.4 1,632,589 77.3   1,473,163 67.3

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１         

(1）建物 ※２ 146,598   128,189 139,690   

(2）土地   409,029   150,010 378,744   

(3）その他 ※２ 13,744   33,009 31,711   

有形固定資産合計   569,372   23.3 311,208 14.7 550,147   25.1

２ 無形固定資産   23,579   1.0 14,816 0.7 19,542   0.9

３ 投資その他の資産           

 長期営業債権   ―   223,142 224,642   

破産更生債権等   141,415   20,349 130,530   

その他   170,119   175,175 168,710   

貸倒引当金   △157,567   △264,740 △377,704   

投資その他の資産
合計 

  153,967   6.3 153,925 7.3 146,178   6.7

固定資産合計     746,919 30.6 479,951 22.7   715,868 32.7

資産合計     2,439,266 100.0 2,112,541 100.0   2,189,031 100.0 

            

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形   248,363   189,321 215,216   

２ 買掛金   169,199   326,700 214,792   

３ 短期借入金 ※１ 515,000   445,000 265,000   

４ 未払法人税等   7,889   6,643 15,539   

５ 賞与引当金   28,527   32,502 23,986   

６ 返品引当金   138,488   172,235 143,683   

７ その他 ※３ 102,876   109,118 137,226   

流動負債合計     1,210,344 49.6 1,281,522 60.6   1,015,444 46.4

 



    
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

Ⅱ 固定負債           

１ 繰延税金負債   8,079   6,321 5,032   

２ 退職給付引当金   39,044   47,476 40,545   

３ 役員退職慰労引当
金 

  14,500   16,100 19,500   

４ その他   4,340   7,951 4,340   

固定負債合計     65,963 2.7 77,849 3.7   69,417 3.2

負債合計     1,276,308 52.3 1,359,372 64.3   1,084,862 49.6

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     676,000 27.7 676,000 32.0   676,000 30.9

Ⅱ 資本剰余金           

１ 資本準備金   236,500   236,500 236,500   

２ その他資本剰余金   245,808   245,808 245,808   

資本剰余金合計     482,308 19.8 482,308 22.8   482,308 22.0

Ⅲ 利益剰余金           

  中間（当期）未処
分利益又は中間未
処理損失（△） 

  99,902   △305,828 46,173   

利益剰余金合計     99,902 4.1 △305,828 △14.4   46,173 2.1

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    11,776 0.5 9,214 0.4   7,335 0.3

Ⅴ 自己株式     △107,029 △4.4 △108,524 △5.1   △107,648 △4.9

資本合計     1,162,958 47.7 753,169 35.7   1,104,169 50.4

負債資本合計     2,439,266 100.0 2,112,541 100.0   2,189,031 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     1,950,499 100.0 1,842,184 100.0   3,632,230 100.0 

Ⅱ 売上原価     1,308,870 67.1 1,294,835 70.3   2,501,254 68.9

返品引当調整前売
上総利益 

    641,628 32.9 547,349 29.7   1,130,975 31.1

返品引当金戻入額     99,249 5.1 143,683 7.8   99,249 2.7

返品引当金繰入額     138,488 7.1 172,235 9.3   143,683 3.9

売上総利益     602,389 30.9 518,797 28.2   1,086,541 29.9

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    532,191 27.3 662,480 36.0   1,044,463 28.8

営業利益又は営業損
失（△） 

    70,198 3.6 △143,682 △7.8   42,078 1.1

Ⅳ 営業外収益           

受取利息   280   279 594   

その他 ※１ 8,994 9,274 0.5 7,845 8,124 0.4 25,046 25,641 0.7

Ⅴ 営業外費用           

支払利息   4,770   4,116 9,356   

その他 ※２ 8,884 13,655 0.7 5,310 9,426 0.5 12,953 22,310 0.6

経常利益又は経常
損失（△） 

    65,817 3.4 △144,984 △7.9   45,409 1.2

Ⅵ 特別利益 ※３   39,504 2.0 41,748 2.3   35,431 1.0

Ⅶ 特別損失 
※４ 
※５ 

  ― 244,220 13.3   24,225 0.6

税引前中間（当
期）純利益又は税
引前中間純損失
（△） 

    105,322 5.4 △347,456 △18.9   56,614 1.6

法人税、住民税及
び事業税 

  5,420   4,546 10,441   

法人税等調整額   ― 5,420 0.3 ― 4,546 0.2 ― 10,441 0.3

中間（当期）純利
益又は中間純損失
（△） 

    99,902 5.1 △352,002 △19.1   46,173 1.3

前期繰越利益     ― 46,173   ― 

中間（当期）未処
分利益又は中間未
処理損失（△） 

    99,902 △305,828   46,173 

            



③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー         

１ 税引前中間（当期）純利益又は税
引前中間純損失（△） 

  105,322 △347,456 56,614 

２ 減価償却費   15,821 19,947 36,272 

 ３ 減損損失   ― 242,906 ― 

４ 貸倒引当金の減少額   △85,307 △138,771 △70,253 

５ 賞与引当金の増加又は減少額
（△） 

  4,228 8,516 △312 

６ 返品引当金の増加額   39,239 28,552 44,434 

７ 退職給付引当金の増加額   2,976 6,931 4,477 

８ 役員退職慰労引当金の増加又は減
少額（△） 

  2,200 △3,400 7,200 

９ 受取利息及び受取配当金   △1,334 △1,262 △2,439 

10 投資有価証券売却益   ― ― △21,546 

11 支払利息   4,770 4,116 9,356 

12 土地建物売却損   ― ― 24,225 

13 売上債権の増加（△）又は減少額   △254,034 170,355 △129,627 

14 破産更生債権等の減少額   39,223 110,181 50,107 

15 割引手形の減少額   △6,179 ― △55,371 

16 たな卸資産の増加額   △46,727 △127,092 △120,989 

17 仕入債務の増加額   193,213 86,013 205,658 

18 その他   74,030 △33,729 △102,210 

小計   87,441 25,807 △64,404 

19 利息及び配当金の受取額   1,669 1,261 3,023 

20 利息の支払額   △5,940 △5,208 △10,232 

21 法人税等の支払額   △10,676 △10,359 △10,676 

営業活動によるキャッシュ・フロー   72,494 11,501 △82,289 

 



    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー         

１ 有形固定資産の取得による支出   △6,308 △14,923 △32,163 

２ 有形固定資産の売却による収入   3,156 ― 10,656 

３ 無形固定資産の取得による支出   △1,290 △173 △3,696 

４ 投資有価証券の取得による支出   △3,264 △3,372 △6,517 

５ 投資有価証券の売却による収入   ― ― 26,951 

 ６ 貸付による支出   ― △100,183 △22,646 

７ 貸付金の回収による収入    115 1,401 2,253 

８ その他   △314 △3,096 △1,485 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △7,905 △120,348 △26,648 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー         

１ 短期借入金の純増額又は純減額
（△） 

  ― 180,000 △250,000 

２ 自己株式の取得による支出   △34,352 △876 △34,971 

３ 配当金の支払額   △177 ― △177 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △34,530 179,123 △285,149 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   ― ― ― 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加又は減少
額（△） 

  30,057 70,276 △394,086 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   492,825 98,738 492,825 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高 

  522,882 169,015 98,738 

    



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間期末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定） 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 期末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定） 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

(2)デリバティブの評価基準及び評

価方法 

 ――――――― 

(2)デリバティブの評価基準及び評

価方法  

 ――――――― 

(2)デリバティブの評価基準及び評

価方法  

時価法によっております。  

(3）たな卸資産 

 総平均法による原価法によっ

ております。 

(3）たな卸資産 

同左 

(3）たな卸資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

 定率法によっております。 

主な耐用年数： 

建物 

３年～50年 

工具器具及び備品 

２年～15年 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

同左 

  

  

  

  

  

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

同左 

  

  

  

  

  

(2）無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、自社利用のソフトウェア

については社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法によ

っております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

(3）長期前払費用 

 均等償却をしております。 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

３ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備え

るため、回収不能見込額を計上し

ております。 

３ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

３ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

ａ 一般債権 

 貸倒実績率法によっておりま

す。 

  

  

  

  

ｂ 貸倒懸念債権及び破産更生債

権等 

 個別の債権ごとに回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計

上しております。 

  

  

  

  

 



前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充てるた

め、支給見込額に基づいて計上し

ております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 

(3）返品引当金 

 販売した製品の返品による損失

に備えるため、経験率に基づいて

算出した返品見込額のうちの売買

利益相当額並びに損傷製品につい

ては廃棄処分見込額又は再生時に

生ずる解体損失見込額を引当計上

しております。 

(3）返品引当金 

同左 

(3）返品引当金 

同左 

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に充てるため

当中間期間末における退職給付債

務額（簡便法による）から、特定

退職金共済制度による給付額を控

除した残高を計上しております。 

(4）退職給付引当金 

同左 

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に充てるため

期末における退職給付債務額（簡

便法による）から、特定退職金共

済制度による給付額を控除した残

高を計上しております。 

(5）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に充て

るため、内規に基づく中間期末要

支給額を引当計上しております。 

(5）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に充て

るため、内規に基づく中間期末要

支給額を引当計上しております。

 平成17年６月21日開催の定時株

主総会において、本総会終結の時

をもって役員退職慰労金制度を廃

止し、本総会において再任される

各取締役及び監査役に対し、本総

会終結の時までの在任期間に対応

した役員退職慰労金の打ち切り支

給を決議いたしました。また、再

任される役員に対する役員退職慰

労金は、それぞれの退任時に支給

することといたしました。 

 これにより、定時株主総会終結

時より役員退職慰労引当金の繰入

を取り止めるとともに、定時株主

総会時における役員退職慰労引当

金残高22,000千円のうち、当期中

に5,900千円の目的取崩を実施

し、支給予定額16,100千円を引当

計上しております。 

(5）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に充て

るため、内規に基づく期末要支給

額を引当計上しております。 

 



前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

４ リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転

するものと認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっております。 

４ リース取引の処理方法 

同左 

４ リース取引の処理方法 

同左 

５ 中間キャッシュ・フロー計算書に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない預入日から３ヶ月以

内に満期日の到来する定期預金から

なります。 

５ 中間キャッシュ・フロー計算書に

おける資金の範囲 

同左 

 ５ キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

 同左 

６ その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜き方式によっておりま

す。 

６ その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

５ その他財務諸表作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

  （固定資産の減損に係る会計基準）   

 ──────  当中間会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月

９日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。 

────── 

   これにより営業損失は1,791千円減

少、経常損失は3,006千円減少し、税

引前中間純損失は239,900千円増加し

ております。 

  

   なお、減損損失累計額については、

改正後の中間財務諸表等規則に基づき

各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

  

      



表示方法の変更 

追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

（中間貸借対照表） 

 前中間会計期間において固定資産の「投資その他の資

産」に含めて表示しておりました「破産更生債権等」

（前中間会計期間78,401千円）は、資産総額の100分の５

超となったため、当中間会計期間より区分掲記しており

ます。 

（中間貸借対照表） 

 前中間会計期間において流動資産の「その他」に含めて

表示しておりました「短期貸付金」（前中間会計期間   

8,400千円）は、資産総額の100分の５超となったため、当

中間会計期間より区分掲記しております。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形

標準課税制度が導入されたことに伴

い、当中間会計期間から「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計算

書上の表示についての実務上の取扱

い」（平成16年２月13日企業会計基準

委員会 実務対応報告第12号）に従い

法人事業税の付加価値割及び資本割に

ついては、販売費及び一般管理費に計

上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が

2,551千円増加し、営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益が2,551千円

減少しております。 

────── ────── 

      



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１ 担保資産 

担保に供されている資産 

※１ 担保資産 

担保に供されている資産 

※１ 担保資産 

担保に供されている資産 

建物 28,938 千円 

土地 63,707  

合計 92,645  

建物 27,641 千円

土地 63,707   

合計 91,348   

建物 28,277 千円

土地 63,707   

合計 91,984   

上記に対応する債務の内容 上記に対応する債務の内容 上記に対応する債務の内容 

運転資金 

（短期）借入金 
300,000 千円 

運転資金 

（短期）借入金 
250,000 千円

運転資金 

（短期）借入金 
150,000 千円

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 

323,252 千円 

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 

342,465 千円 

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 

335,743 千円 

※３ 消費税等の取扱 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ、流動負債「その他」に含めて表

示しております。 

※３ 消費税等の取扱 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ、流動資産「その他」に含めて表

示しております。  

※３      ――― 

  

４ 受取手形割引高 

49,191 千円 

 ４       ――― 

  

 ４       ――― 

  



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 営業外収益その他の主要項目 ※１ 営業外収益その他の主要項目 ※１ 営業外収益その他の主要項目 

受取配当金 1,054 千円 

賃貸収入 4,123   

割引手形保証債

務費用戻入益 
2,267   

受取配当金 983 千円 

賃貸収入 4,977   

版権収入 1,334   

受取配当金 1,844 千円 

賃貸収入 10,386   

※２ 営業外費用その他の主要項目 ※２ 営業外費用その他の主要項目 ※２ 営業外費用その他の主要項目 

手形売却損 80 千円 

賃貸費用 1,909   

為替差損 4,077   

固定資産除却損 1,524   

賃貸費用 1,719 千円 

為替差損 3,022   

固定資産除却損 471   

手形売却損 509 千円 

賃貸費用 5,008   

為替差損 4,514   

※３ 特別利益の主要項目 ※３ 特別利益の主要項目 ※３ 特別利益の主要項目 

貸倒引当金戻入益 39,504 千円 貸倒引当金戻入益 41,748 千円 投資有価証券売却

益 
21,546 千円

貸倒引当金戻入益 13,884   

 ※４     ――――― ※４ 特別損失の主要項目 ※４ 特別損失の主要項目 

  減損損失 242,906 千円

投資有価証券評価損 1,164  

土地建物売却損 24,225 千円

 ※５     ―――――  ※５ 減損損失 

 当中間会計期間において、当社は以

下の資産グループについて減損損失を

計上しました。 

 減損損失の算定にあたっては、事業用資産

については本支店・営業所別、賃貸用不動産

および遊休資産については個別物件単位で資

産のグルーピングを行っております。  

 近年、土地の市場価格の下落により、上記

資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失として特別損

失に計上しました。 

 なお、回収可能価額は、事業用資産、遊休

資産については、不動産鑑定評価書を基準と

した正味売却価額で、賃貸用不動産について

は、不動産収益率を4.5%と見込んだ使用価値

により測定しております。 

用途 場所 種類 
金額 

(千円) 

事業用

資産 

  

  

  

大阪府 土地 92,640 

豊中市 建物 3,002 

  構築物  11 

  
工具器具備

品 
134 

   電話加入権 362 

    リース資産 4,564 

     計 100,715 

賃貸用

不動産 

  

  

東京都  土地 111,709 

世田谷区 

他１件 
建物 1,127 

   計 112,836 

遊休資

産 

  

栃木県 土地 24,385 

下都賀郡 建物 3,880 

    
工具器具備

品等 
330 

    計 29,354 

 ※５     ――――― 

６ 減価償却実施額 ６ 減価償却実施額 ６ 減価償却実施額 

有形固定資産 9,656 千円 

無形固定資産 6,164   

有形固定資産 15,410 千円 

無形固定資産 4,536   

有形固定資産 23,664 千円 

無形固定資産 12,607   



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(1）現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

(1）現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

(1）現金及び現金同等物の期末残高と貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関

係 

現金及び預金勘定 522,882 千円 

現金及び現金同等物 522,882 千円 

現金及び預金勘定 169,015 千円

現金及び現金同等物 169,015 千円

現金及び預金勘定 98,738 千円

現金及び現金同等物 98,738 千円



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

 

工具器

具備品 

（千円） 

      

取得価額

相当額 
7,898       

減価償却

累計額相

当額 

3,160        

中間期末

残高相当

額 

4,738       

 

工具器

具備品 

(千円) 

      

取得価額

相当額 
23,306       

減価償却

累計額相

当額 

6,863       

減損損失

累計額相

当額 

―       

中間期末

残高相当

額 

16,443       

 

工具器

具備品 

(千円) 

      

取得価額

相当額 
7,898       

減価償却

累計額相

当額 

4,048       

期末残高 

相当額 
3,849       

なお、取得価額相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める割合が低いため

支払利子込み法により算定しておりま

す。 

なお、取得価額相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める割合が低いため

支払利子込み法により算定しておりま

す。 

なお、取得価額相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため支払利子

込み法により算定しております。 

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額等 

 未経過リース料中間期末残高相当額 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 1,777 千円 

１年超 2,961 千円 

合計 4,738 千円 

  

１年以内 4,970 千円

１年超 11,472 千円

合計 16,443 千円

リース資産減損勘定

の残高 
― 千円

    

１年以内 1,612 千円

１年超 2,237 千円

合計 3,849 千円

なお、未経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

なお、未経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

なお、未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定し

ております。 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額及び減損損

失 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 888 千円 

減価償却費相当額 888 千円 

支払リース料 2,814 千円

リース資産減損勘定

の取崩額 
― 千円

減価償却費相当額 2,814 千円

減損損失 ― 千円

支払リース料 1,777 千円

減価償却費相当額 1,777 千円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成16年９月30日） 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの（平成16年９月30日現在） 

 （注） 「債券」「その他」の有価証券はありません。 

  

２ 時価評価されていない有価証券（平成16年９月30日現在） 

その他有価証券 

 重要性が乏しいため記載を省略しております。 

当中間会計期間末（平成17年９月30日） 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの（平成17年９月30日現在） 

 （注） 「債券」「その他」の有価証券はありません。 

当中間会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について1,164千円減損処理を行っております。 

  

２ 時価評価されていない有価証券（平成17年９月30日現在） 

その他有価証券 

重要性が乏しいため記載を省略しております。 

前事業年度末（平成17年３月31日） 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの（平成17年３月31日現在） 

 （注） 「債券」「その他」の有価証券はありません。 

２ 時価評価されていない有価証券（平成17年３月31日現在） 

その他有価証券 

 重要性が乏しいため記載を省略しております。 

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

その他有価証券で時価のあるもの       

株式 74,675 94,531 19,855 

合計 74,675 94,531 19,855 

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

その他有価証券で時価のあるもの       

株式 74,732 90,268 15,536 

合計 74,732 90,268 15,536 

  取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

（貸借対照表計上額が取得原価を超

えるもの） 
      

株式 64,756 78,859 14,102 

（貸借対照表計上額が取得原価を超

えないもの） 
      

株式 7,766 6,031 △1,734 

合計 72,523 84,891 12,367 



（デリバティブ取引関係） 

 前中間会計期間及び当中間会計期間において、当社はデリバティブ取引を全く行っていないため該当事項はあり

ません。 

前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

期末残高がないため、該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度は、関連会社がないため、記載しておりません。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益又は中間純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 181円46銭 117円67銭 172円40銭 

１株当たり中間（当期）純

利益又は中間純損失（△） 
15円31銭 △54円98銭  7円14銭 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益 

なお、潜在株式調整後１株

当たり中間純利益金額につ

いては、希薄化効果を有し

ている潜在株式が存在しな

いため記載しておりませ

ん。 

なお、潜在株式調整後１株

当たり中間純利益金額につ

いては、１株当たり中間純

損失を計上することとなっ

たため記載しておりませ

ん。 

なお、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有し

ている潜在株式が存在しな

いため記載しておりませ

ん。 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

１株当たり中間（当期）純利益

又は中間純損失（△）金額 
      

中間（当期）純利益又は中間純

損失（△）金額（千円） 
99,902 △352,002 46,173 

普通株主に帰属しない金額 

（千円） 
― ― ― 

普通株式に係る中間（当期）純

利益又は中間純損失（△）金額 

（千円） 

99,902 △352,002 46,173 

普通株式の期中平均株式数

（株） 
6,523,229 6,402,381 6,469,501 

希薄化効果を有しないため、潜

在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益の算定に含まれ

なかった潜在株式の概要 

平成12年６月28日定時株

主総会決議ストックオプ

ション 

（自己株式取得方式） 

普通株式 64,000株 

  

平成16年６月24日定時株

主総会決議ストックオプ

ション 

平成12年６月28日定時株

主総会決議ストックオプ

ション 

（自己株式取得方式） 

普通株式  60,000株 

  

平成16年６月24日定時株

主総会決議ストックオプ

ション 

平成12年６月28日定時株

主総会決議ストックオプ

ション 

（自己株式取得方式） 

普通株式 62,000株 

  

平成16年６月24日定時株

主総会決議ストックオプ

ション 

 （新株予約権） 

潜在株式の数 296,000株 

詳細については、第４提

出会社の状況 １株式等

の状況 (2）新株予約権

等の状況に記載のとおり

であります。 

（新株予約権） 

潜在株式の数 285,000株 

詳細については、第４提

出会社の状況 １株式等

の状況 (2）新株予約権

等の状況に記載のとおり

であります。 

 （新株予約権） 

潜在株式の数 292,00株  

詳細については、第４提

出会社の状況 １株式等

の状況 (2）新株予約権

等の状況に記載のとおり

であります。  



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

該当事項はありません。 事業再構築について 

 平成17年11月30日の取締役会にお

いて、事業再構築方針のもと、以下

のⅠ～Ⅳについて決議いたしまし

た。 
  
 Ⅰ．業務提携基本合意書の締結 

 当社は、当社のライフエンター

テインメント事業と同事業の主要

部門である雑貨事業の拡大の一環

として、相互の商材・キャラクタ

ー等の供給先、販売先として協調

し販売シェア拡大とノウハウ共有

によるシナジーが見込める３社と

の業務提携の基本合意書を締結す

ることを決議し、同日基本合意書

を締結いたしました。  

 業務提携先と主な事業内容につ

いては次のとおりです。 

1) ㈱セガトイズ 

玩具製品の企画、開発及び販売

2) ㈱ネクストジャパン 

時間消費型会員制複合レジャー

施設「ＪＪＣＬＵＢ１００」直

営店舗及びフランチャイズ本部

の運営 

3) システムサービス㈱ 

玩具・雑貨の卸売業、アミュー

ズメントセンター経営 
  
Ⅱ．第三者割当による新株式発行に

関する計画 

 当社の企業体力の強化と当社連

結グループとしての収益力強化の

ために、臨時株主総会の特別決議

を前提とした第三者割当による新

株式発行に関する計画を決議いた

しました。 

 発行要領については次のとおり

であります。 

① ㈱セガトイズ 
（業務提携先） 

209,000株 

② ㈱ネクストジャパン 
（業務提携先） 

419,000株 

1) 発行新株式数（普通株式） 

 2,304,000株 

2) 発行価額  １株につき 239円

3) 発行価額の総額  

 550,656,000円 

4) 資本組入額  １株につき120円

5) 割当先  

 （１）事業移管 

 平成17年３月17日の取締役会にお

いて、タカラグループの事業領域の

再編により、ライフエンターテイン

メント系雑貨について当社に集中す

る方針のもと、当社は、平成17年４

月１日付けにて㈱タカラより雑貨事

業部門の事業移管を受ける事につい

て決議し、同年３月31日に事業移管

契約書を締結いたしました。当該事

業移管契約により、譲り受ける資産

及び負債はありませんが、㈱タカラ

の当該部門の人員19名の転籍を受け

入れております。 

  

 （２）役員退職金制度の廃止 

 平成17年６月21日開催の定時株主

総会において、本総会終結の時をも

って役員退職金制度を廃止し、本総

会において再任される各取締役及び

監査役に対し、本総会終結の時まで

の在任期間に対応した役員退職慰労

金の打ち切り支給を決議いたしまし

た。また、再任される役員に対する

役員退職慰労金は、それぞれの退任

時に支給することといたします。 

  

 



前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

    
③ システムサービス㈱ 
（業務提携先） 

419,000株 

④ FPFテクノロジー投資事業組合

419,000株 

⑤ 投資事業有限責任組合ジェフ

リーズ・ジャパン・エクイテ

ィ・ファンド 

419,000株  

⑥ 日本マスター・トラスト信託

銀行（信託口） 

249,000株  

⑦ 日本トラスティ・サービス信

託銀行（信託口） 

79,000株  

⑧ Nominee Morgan Stanley&Co. 

 International Limited 

55,000株  

⑨ 資産管理サービス信託銀行

（証券投資信託口） 

36,000株  

  
Ⅲ．タカラ子会社を当社の子会社と

することに関する基本合意書の

締結 

 タカラグループのなかで当社事

業に相乗効果を発揮できるタカラ

の子会社を当社の子会社とするこ

とにつきタカラと協議することの

基本合意書を締結することを決議

し、同日基本合意書を締結いたし

ました。 

 タカラ子会社の名称と主な事業

内容、平成17年３月期売上高・当

期純損失、平成17年３月31日現在

の資産合計・負債合計・資本合計

は次のとおりです。 

1) アステージ㈱ 

DIY・園芸用品等の企画販売 

売上高   4,596百万円 

当期純損失  359百万円 

資産合計  3,602百万円 

負債合計  3,144百万円 

資本合計    457百万円 

  
  

6)  資金の使途 

 タカラ子会社の取得費用と

運転資金に充当する予定であ

ります。 

7)  発行条件 

 平成18年２月開催予定の臨

時株主総会の決議を発行条件

といたします。 

  

 



前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

    
2) ㈱エー・ジー 

玩具・ホビー用品・家庭用品の

輸入製造卸及び輸入業 

売上高   2,196百万円 

当期純損失  106百万円 

資産合計  1,209百万円 

負債合計  1,136百万円 

資本合計    72百万円 

3) プラマイゼロ㈱ 

家電・雑貨の企画・製造・販

売  

売上高    217百万円  

当期純損失  694百万円 

資産合計     406百万円 

負債合計   641百万円 

資本合計   △235百万円 

4) タカラインデックスラボ㈱ 

商品及びビジネスモデルの企画

開発 

売上高     10百万円 

当期純損失   52百万円 

資産合計      89百万円 

負債合計     0百万円 

資本合計      89百万円 
  
Ⅳ．新設分割による持株会社体制を

前提とする企業再編方針 

 当社は、ライフエンターテイン

メント事業を独自に展開する企業

としてタカラグループのなかで相

乗効果を発揮できる企業を結集

し、当社連結グループ化する予定

でおりますが、統一された経営方

針のもとでグループ事業を統括

し、運営の効率化を図る組織とし

て、現在の当社から事業部門を担

う事業会社を新設分割にて完全子

会社化し、当社を持株会社化する

ことにより、各社における意思決

定の迅速化、各事業の経営成績の

明確化、事業の参入・撤退等事業

再編の決定の容易さ等の利点を活

かすことを目指す方針を決議いた

しました。  

  



(2）【その他】 

 特記すべき事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1） 
有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

（第43期） 

  自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日 

平成17年６月21日 

関東財務局長に提出。 

            

(2) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項

第９号（代表取締役の異動があった場合）の規定

に基づく臨時報告書 

平成17年６月21日  

関東財務局長に提出  

        

    

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項

第３号（親会社の異動があった場合）の規定に基

づく臨時報告書 

平成17年11月１日  

関東財務局長に提出  

        

    

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項

第４号（主要株主の異動があった場合）の規定に

基づく臨時報告書 

平成17年12月７日 

関東財務局長に提出  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成16年12月16日

株式会社 ワコー       

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 高橋 文雄  ㊞ 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 上林 敏子  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ワコーの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第43期事業年度の中間会計期間（平成16年４月１日から平成

16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計

算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中

間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社ワコーの平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成16年４月１

日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成17年12月26日

株式会社 ワ コ ー       

  
取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 高橋 文雄  ㊞ 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 上林 敏子  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ワコーの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第44期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から

平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロ

ー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社ワコーの平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認

める。  

  

追記情報 

１．中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より固

定資産の減損に係る会計基準が適用されることとなるため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。  

２．重要な後発事象Ⅰに記載されているとおり、会社は平成17年11月30日付で、株式会社セガトイズ、株式会社ネク

ストジャパン及びシステムサービス株式会社と業務提携の基本合意書を締結した。  

３．重要な後発事象Ⅱに記載されているとおり、会社は平成17年11月30日開催の取締役会で第三者割当による新株式

発行に関する計画を決議した。  

４．重要な後発事象Ⅲに記載されているとおり、会社は平成17年11月30日付で、株式会社タカラの子会社であるアス

テージ株式会社、株式会社エー・ジー、プラマイゼロ株式会社及びタカラインデックスラボ株式会社を会社の子会

社とすることに関する基本合意書を株式会社タカラと締結した。  

５．重要な後発事象Ⅳに記載されているとおり、会社は平成17年11月30日開催の取締役会で新設分割による持株会社

体制を前提とする企業再編方針を決議した。  

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 
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